


















































































































配備され、それに合わせてBasic Health Care Unit Training（以下、BHCUT）
が開催された。3月にはセブ島で残った資機材を使用してBHCUTが開催され
た。今回、両方のトレーニングに参加し、実技指導を行ったので報告する。
【活動】参加者とファシリテータに対し資機材の取り扱い訓練、修理点検、講
義で資機材展開時の経験の共有、再編成の助言、参加者の評価などを行った。
資機材のセットアップ指導はPRCスタッフが中心となり実施され、日赤の技
術要員は設営の補助やトラブル発生時の対処、作動原理や計測機器の説明を
担当した。最終的には参加者のみで資機材をセットアップできることを確認
した。両トレーニングで使用した資機材の点検やセットアップの結果、給水・
衛生資機材の再編成、定期メンテナンスの未実施、マニュアル整備が問題点
として挙げられた。
【まとめ】資機材の積込みから、セットアップ、インベントリー、撤収、取り
扱い訓練など技術要員に必要な業務を網羅したBHCUTの参加は貴重な経験と
なり、このような機会はPRCスタッフのみならず、日赤の技術要員の人材育成、
スキル維持に有用である。慢性的に人材不足となっている技術要員の現状に
おいてBHCUTを修了したPRCスタッフとのJoint Deploymentは問題解決に繋
がると考える。また、資機材を適切に管理するためには、メンテナンス、教育、
再編成、マニュアル整備は必須であり、継続的なモニタリングとサポートは
必要と思われる。
O-2-20
熊本地震におけるエコノミークラス症候群予防の普及・
啓発活動報告
熊本赤十字病院　国際医療救援部1)、熊本赤十字病院　循環器科2)、
熊本赤十字病院　神経内科3)、日本赤十字社熊本健康管理センター4)
○細
ほそかわ
川　　浩
ひろし
1)、宮田　　昭1)、角田　隆輔2)、寺崎　修司3)、
牛島　絹子4)、緒方　康博4)
【はじめに】震災後の深部静脈血栓症（DVT）は2004年の新潟県中越地震で車
中泊に関連した肺塞栓症による死亡例で注目され、以降の東日本大震災含め
た地震でも避難所における高いDVT発生頻度が報告されている。今回、2016
年4月14日と16日の最大震度7の熊本地震における急性期～亜急性期のDVT予
防の普及・啓発活動（以下DVT活動）を行ったので報告する。
【対象】熊本県益城町と西原村の避難所の被災者中心とする熊本県下の被災者
【方法】発災8日目より熊本健康管理センター保健師と健康運動指導士と各都
道府県支部日赤救護班の協働により、熊本地震血栓塞栓症予防プロジェクト
の活動の一部として集団指導と個別指導の型で行った。
【活動内容】1.予防の普及・啓発活動（YouTube動画作成含む）2.弾性ストッ
キングの配布・着脱指導と管理　3.運動療法　4.生活指導　5.広報活動
【結果】初期は集団指導後に個別指導を1日約100名の被災者に行った。中期以
降は救護班の巡回診療に併せて個別指導中心に活動した。
【考察】DVT活動は災害関連死を減少する目的で急性期～亜急性期に取り組む
べき活動である。エコーでの診断は啓発活動として重要である。ただし、本
活動は、ストッキングの配布・着脱指導や運動指導を被災者に行うことで、
医療面のサポートだけでなく保健分野まで踏み込んだ活動であった。保健師
が避難所のアセスメントに追われる急性期～亜急性期にDVTチームが救護班
等を通して、保健師へのサポートができたことは重要な成果である。これら
の一連の経緯を基に、将来的にはDVTに関する熊本モデルとして平時から災
害対応に備えたDVTチームを組織化することを提言していきたい。
O-2-19
熊本地震における衛生環境改善支援を踏まえた新たな救
援手法の提案
熊本赤十字病院　国際医療救援部1)、熊本赤十字病院2)
○曽
そ し の
篠　恭
やすひろ
裕1)、黒田　彰紀2)、東　　陽子2)、上木原宗一2)、
宮田　　昭1)、村岡　　隆2)
（はじめに）災害避難所の開設、運営およびその管理は災害対策基本法により
市町村の役割と定められている。一方、災害時に避難所として使用される公
共施設の管理運営は、近年の全国的なPublic Private Partnership(PPP)の推進
により民間団体への業務委託が進められている。しかし、施設管理受託団体
が災害時の避難所運営に関する対応能力を有しているとは限らない。今般の
熊本地震対応においては、熊本赤十字病院による衛生環境改善に関する支援
の申し出が、自治体職員ではない施設管理団体のスタッフにより断られる事
例も複数発生した。このような多様なステークホルダーによる混乱した状況
下、避難所の衛生環境改善サービスを提供すべく、筆者らは被災地域の保健師、
感染管理認定看護師、熊本県感染管理ネットワークおよび国際救援技術要員
による協働体制を構築し、手洗場所、トイレの設置、隔離スペースの設置等
の支援を実施した。
（研究の概要）本研究では、熊本地震被災自治体の保健師および日赤基礎保健
ERU技術要員に対するアンケート結果を踏まえ、(1)平時における感染管理ネッ
トワークとの災害対応に関する関係構築、(2)急性期から復興支援段階を通じ
て被災自治体の保健師と協働する日赤リエゾンの派遣、(3)避難所の衛生環境
改善を目的としたアセスメントシートの活用、(4)災害避難所の衛生状態改善
における国際救援技術要員の活用、(5)既存の救援資機材の有効活用を提案す
る。災害避難所における感染管理は、被災地域の医療施設の病床管理にも大
きく影響を及ぼす可能性を有する課題であることから、災害時の赤十字医療
施設における業務継続計画の一環としても考慮されるべき事項であろう。
